
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和５年 休業４日以上の死傷災害発生状況 伊勢署】 

 令 和 ４ 年 令 和 ５ 年 前 年 比 

（ 死 傷 ） 死 亡 死 傷 死 亡 死 傷 

全 業 種  230 1 237 +7 +3.0％ 

製 造 業  38  39 +1 +2.6％ 

建 設 業  25 1 36 +11 +44.0％ 

道路貨物運送業  15  8 -7 -46.7％ 

林 業  4  6 +2 +50.0％ 

小 売 業  44  41 -3 -6.8％ 

社 会 福 祉 施 設  33  23 -10 -30.3％ 

旅 館 業  16  23 +7 +43.8％ 
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【全産業・事故の型別】

令和４年 令和５年

令和５年  労働災害発生状況 伊 勢 労 働 基 準 監 督 署 
１ 月 末 速 報 値 

 伊勢労働基準監督署管内（伊勢市、

鳥羽市、志摩市、度会郡）における令

和５年の休業４日以上の死傷者数（新

型コロナウイルス感染症に係る疾病者

を除く。）は、令和６年１月末現在で図

表のとおり、死亡者数は１人、休業４

日以上の死傷者数は 237 人です。 

 死傷災害は全業種合計では、７人

（3.0％）の増となっています。 

 業種別では建設業・林業・旅館業

が、事故の型では墜落・転落災害、交

通事故が大幅に増加しています。 

 令和５年の労働災害は前年と比べ確

定値においても増加となる可能性が高

く、過去 10 年で最悪となる令和 3 年の

247 件を超える可能性が高くなってい

ます。 

 伊勢労働基準監督署で過去５年間に

発生した墜落・転落災害の約４分の１

が梯子・脚立によるものです。 

 裏面にて注意事項をご案内しており

ますので、災害防止のため今一度ご確

認のうえ、対策をお願いいたします。 
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【アンダー190伊勢 進捗状況】

令和４年 令和５年（速報値） 基準線（平成27年:過去最少） 単位：人

休 業 ４ 日 以 上 の 死 傷 者 数 
各 月 末 の 推 移 状 況 

単位：人 

令和６年 
２ 月 号 



 
 平成３０年から令和４年までの５年間で、墜

落・転落災害の発生原因となった起因物は、は

しご・脚立が最も多く、全体の約４分の１を占

めています。その７４％が骨折で、平均で４５

日間の休業に至っています。 
 はしご・脚立は構造上不安定になりやすく・

墜落等の危険が高いものです。そのため初めに、

はしご・脚立の使用自体を避けられないか検討

してください。 

 同様に、踏み台等を使用する際も、手すり付

きの踏み台など、より安全な設備を使用できな

いか検討してください。 

 

 はしご・脚立を使用する際

は、左記のポイントに注意す

るとともに、次葉以降の「チ

ェックリスト」を使用して、

安全対策が実施されているか

確認してください。 

 また、万が一墜落・転落した

場合に備えヘルメット（保護

帽）を必ず着用してください。 

 平成 27 年の調査では、頭部

を負傷した死亡災害のうち約

84%が墜落時保護用のヘルメ

ットを着用していませんでし

た。 

 保護帽には「墜落時保護用」

の区分の「型式検定合格標章」

が付いているか、今一度ご確

認をお願いいたします。 

はしご・
脚立, 50件, 

26%

階段, 40
件, 21%トラック

等, 29件, 
15%

その他, 74
件, 38%

墜落・転落災害（H30~R4）

起因物別発生件数



 



 


